


 

 事 務 連 絡 

     平成 24 年９月６日 

 

 

各都道府県介護保険主管部（局）御中 

 

 

厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

 

平成 24年 10月１日以降の東日本大震災により被災した被保険者の利用者負担 

及び保険料の減免措置に対する財政支援に関するＱ＆Ａ等について 

 

 

東日本大震災により被災した被保険者の利用者負担及び保険料の減免措置に対す

る財政支援については、「平成 24年 10月１日以降の東日本大震災により被災した被

保険者の利用者負担の減免措置に対する免除証明書等の取扱いについて」（平成 24年

７月 24日付け厚生労働省老健局介護保険計画課事務連絡。以下「７月事務連絡」と

いう。）においてお示ししているところですが、７月事務連絡の２（２）における「同

一の事由によって市町村民税の減免を行っていることが要件となること」の解釈等に

ついて、県や保険者から照会が寄せられていることから、別紙のとおりＱ＆Ａをお示

ししますので、管内市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。）に周知を

図るようよろしくお願いします。 

また、平成 24年 10月１日以降の利用者負担の減免措置に関する周知に当たっては、

別添のリーフレットを適宜ご活用ください。 

 

  



（別紙） 

 

問１ 保険者の判断により 10月以降も保険料の減免を継続した場合、「同一の事由

によって市町村民税の減免を行っていること」が財政支援の要件となっている

が、この要件はどのように解釈するのか。 

（答） 

「同一の事由によって市町村民税の減免を行っていること」とは、当該市町村に

おいて、東日本大震災により被災したことを事由として、市町村民税を減免するた

めの条例（災害による市町村民税減免の取扱いを定めた包括的な条例を含む。）、規

則、要綱等に基づき、住民に周知した上で、実際に市町村民税を条例により減免し

ていることをいう。 

ただし、東日本大震災に係る市町村民税の減免要件に該当しても申請がない、又

は、被災以外の事由で既に市町村民税が非課税となったこと等により減免実績がな

い場合であっても、交付要件を満たすものと考える。 

 

 

問２ 東日本大震災とは別の災害が発生し、保険料又は利用者負担の減免を行った

場合の介護保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令第７条第１号又は第

２号に掲げる基準（３％以上）の判定は、別の災害による保険料又は利用者負担

の減免分を含めて判定するのか。 

（答） 

  別の災害による保険料又は利用者負担の減免分を含めて判定することとなる。 

  また、利用者負担については、「平成 24 年度介護保険災害臨時特例補助金の取扱

いについて」（平成 24 年 7 月 27 日付け老発 0727 第 1 号厚生労働省老健局長通知）

の別紙「平成 24 年度介護保険災害臨時特例補助金取扱要領」の別記「利用者負担

額軽減支援事業」に要した経費も含めて判定することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




